
 

○みやこ町高齢者見守りネットワーク事業実施要綱 

令和２年９月１７日 

告示第８３号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、高齢者を見守る体制を確保し、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て生活できる地域社会を形成するため、みやこ町及び地域の関係機関等の連携により

実施する高齢者見守りネットワーク事業（以下「事業」という。）について、必要な

事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 事業の対象者は、町内に住所を有する在宅の者であって、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

（１） 見守りが必要な高齢者 

（２） その他町長が見守りを必要と認める者 

（実施主体及び支援機関） 

第３条 事業の実施主体は、みやこ町とする。 

２ この告示において「支援機関」とは、みやこ町及びみやこ町地域包括支援センター

をいう。 

（協定の締結） 

第４条 町長は、事業の実施に当たっては、事業の趣旨に賛同する事業所（以下「協力

事業所」という。）とあらかじめみやこ町高齢者見守りネットワーク活動に関する協

定書（別記様式）により、協定を締結するものとする。ただし、町長と協力事業者の

同意がある場合は、同様式によらず、別の協定書とすることができる。 

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業所とは協定

を締結しない。 

（１） 各種法令に違反している事業所 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にあ

る事業所 

（３） その他町長が不適当と判断した事業所 

３ 町長は、第１項の規定により協定を締結した協力事業所をみやこ町高齢者見守りネ



 

ットワーク活動協力事業所台帳に記載するとともに、当該事業所を町ホームページ等

で公表するものとする。 

（協定の取消し） 

第５条 町長は、協力事業所が次の各号のいずれかに該当するときは、その協定を取り

消すことができる。 

（１） 協力事業所としてふさわしくない行為を行ったと認められるとき。 

（２） 協力事業所を辞退する旨の申出があったとき。 

（事業の内容） 

第６条 協力事業所は、町内において事業活動中に対象者の異変に気付いたときは、町

へ連絡を行うものとする。ただし、緊急性があると判断したときは、必要な措置を行

うとともに消防署又は警察署へ通報するものとする。 

２ 前項の規定により連絡を受けた町は、対象者の状況を確認するとともに、適切な支

援を行うものとする。この場合において、支援機関は、支援を行ったことを協力事業

所に報告するものとする。 

３ 協力事業所は、事業の円滑な遂行のため、町が実施する研修等を受講するよう努め

なければならない。 

（守秘義務） 

第７条 協力事業所は、事業の活動に関し、知り得た情報を事業の目的以外に利用し、

及び漏えいしてはならない。協力事業者でなくなった後も、同様とする。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年１１月１日から施行する。 


